
全国パートナーシップ制度共同調査に関する協定書 

 

（目的） 

第１条 渋谷区（以下「甲」という。）と認定特定非営利活動法人虹色ダイバーシテ

ィ（以下「乙」という。）とは、性的少数者についての人権啓発を後押しし、多様

な個人を尊重し合う社会の実現を図るため、全国各地で導入されたパートナー登録

制度、宣誓制度等（以下「パートナーシップ制度」という。）の件数を継続的に調

査及び公表することとし、甲と乙との協働に必要な基本的事項を約定するために、

本協定を締結する。 

 

（共同実施事項） 

第２条 甲と乙とは、次の各号に掲げる事項を協働して取り組むこととする。 

（１）パートナーシップ制度導入自治体の把握 

（２）パートナーシップ制度導入自治体への調査 

（３）前号の調査に係る回答の集計及び分析並びに調査結果の作成 

（４）前号の調査結果の報告及び公表 

（５）前各号に掲げるもののほか、前条に規定する目的の達成のために必要な事項 

 

（甲の責務） 

第３条 甲は、乙が本協定に基づく甲の協働の相手方であることを公表するよう努め

なければならない。 

２ 甲は、本協定に基づく協働によって知った乙の業務上の秘密、技術上の秘密その

他の事業執行上支障になる情報を第三者に漏らしてはならない。ただし、渋谷区情

報公開条例（平成元年渋谷区条例第３９号）その他の法令に基づく開示については、

この限りでない。 

 

（乙の責務） 

第４条 乙は、第２条に規定する事項を行うに当たっては、甲の協働の相手方として

相応しい社会貢献に努めなければならない。 

２ 乙は、本協定に基づく協働によって知った甲が保護すべき個人情報、甲の業務上

の秘密その他の業務執行上支障になる情報を第三者に漏らしてはならない。ただし、

法令に基づく開示については、この限りでない。 

３ 乙は、本協定に基づく協働によって知った甲が保護すべき個人情報が事故により

流失した場合には、速やかに甲に報告するとともに、その処理顛末を甲に報告しな

ければならない。 

４ 乙は、自己の帰責事由により前項に規定する事故があった場合に負う賠償責任が

あるときは、自らの責任により対処しなければならない。 

 

（成果物の帰属） 

第５条 第２条各号の事項に係る協働により新たに生じた知的財産は、乙に帰属する

ものとする。ただし、甲乙協議の上決定した知的財産については、この限りでない。 

 



（協定の期間） 

第６条 本協定は、締結した日から令和３年３月３１日まで効力を有する。 

２ 前項の規定にかかわらず、協定期間の終了する日の３月前までに、甲又は乙のい

ずれかから、協定を継続しない旨の申し出がない場合には、当初の協定期間終了後、

１年間協定は継続するものとし、以降についても同様とする。 

 

（協定の解除） 

第７条 甲及び乙のいずれかに第１条に規定する目的が達成できない事情が生じた

ときには、相手方当事者は、本協定を解除することができる。 

２ 前項の規定による解除がなされた場合にあっても、第２条の規定により既になさ

れた共同実施事項の効力は妨げられない。 

 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定の解釈に疑義にあっては、甲及び乙は、

関係法令の趣旨を踏まえ、誠実に解決しなければならない。 

 

 

本協定を締結した証として、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を

保有する。 

 

 

令和２年６月１日 
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認定特定非営利活動法人虹色ダイバーシティ 

理事長 木村 真紀 


